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水稲冷害防止に　関す　る　研究

相　　馬　　幸　　穂

（青森県畏試）

最近寒地における稲作技術の進歩は著しく，反当収量

の向上にみるべきものがある．青森県は東北の最北端に

位しているが，最近稲作は頗る安定してきた．このこと

は試験研究によって究明された稲作技術の普及珍透の功

窮である．ここでは冷害並びに冷害研究の今昔を比較し，

特に冷害防止に寄与した技術と冷書防止基準部落の指導

実績並びに増収効果をのべ，総合的検討と御批判をいた

だきたい．

1．東北稲作の冷害

現在の稲作が安定化していることを確めるには昔の冷

害を知っておく必要があろう．第1表に表示しているよ

うに，昔はしばしば冷害を繰返し，しかも著しく不安定

であった∴就中北海道と青森県は冷害の本場として知ら

れ，一頃は万年冷害地といわれた程であった．昭和9・

10年は北海道の冷書を凌く疇減収を示している．

第1塞　冷幸年における反当減収率（％）
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ところが近年冷却こよる減収は頓に軽減され，青森県

の反当収故は全国の第3～4位となり，特に昭和31年は

北海道は大凶作であったが，青森県は局部的に冷害をう

けた程度で全県的には大豊作の作況であった．20年前で

は北海道と共に冷害地として名をなしていたが，今では

高位反収県として江口されるに至った．第2表をみると

第2表　不良気象年の反当収受
（昭和初期と最近の反当収鬼の比較）
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青森県の反当収量が大巾に躍進向上していることがわか

る．

2．冷害防止研究経過の概略

寒地稲作の基本は比較的低温条件下で栄養生長を遂げ

させ，その後の生殖生長は高温条件に経過させる栽培を

行うことである．寒地稲作技術の研究は農事試験場創設

の頃から行われてきたが，ほとんどが育苗法に左右され

て早播，早椿にも自ら限度があって，一向に研究が進ま

なかった．また晶種的にも欠陥があって期待すべき右効

な技術対策を産み出すことが出来なかった．従って農家

は安全をはかろうとする栽培をすれば必然的に少収を招

き，多収をねらっては過晩生化し，勢い冷害を繰返して

いた．ところが昭和9・10年の冷害を契機として本膜を

入れて研究するようになったのは昭和10年で，尤も国の

冷害防止研究組織をつくったことが，大いに研究に拍車

をかけた．爾来着々成果があがり，冷害防止に対する切

札といってよい耐冷性品種が続々育成され，耕種条件の

改善整備特に保護育苗の研究が行われて，逐年冷害防止

対策が明らかにされてきた．就中昭和28・29年は冷害天

侯であったが耕種改善の効果が厳君で甘樫の減収を示さ

なかった．その後昭和31・32年もまた不順気象に経過し

たが，低温の影響をうけたところは小範囲で，全県的に

はむしろ平年作を上廻る好況であった．試験研究によっ

て究明された技術対策の普及効果であるといってよい．

青森蜘こおける冷害防止に関する試験研究の主なものを

のべると次のとおりである．

△冷害抵抗性晶種の育成

△冷害抵抗性の検定

△栽培法の改善

育苗法と早棺・施肥竃と施肥法
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水温の上昇方法・土地改良

△冷害性イモチ病の防除

△生育時期別の被害解析

△冷害年次の稲作作況分析

3．冷害防止技術とその効果

冷害対策技術が不良天候の試鋏と実証を経て，大巾に

冷害を緩和あるいは軽減したのは昭和28・29年で，この

年において農家も識者も睦目したのは，耐冷性品種と保

護苗代の効果であった，これが契機となって普及に拍車

がかけられたといってよい．次に冷害年の試験成窮を掲

げて参考に供したい．ここでは，品種と育苗法だけをの

ペその他は省略したい．

第3表　冷書地における耐冷性品種の収最

（昭和29年）

第3表をみると藤坂5号と八甲田の収量が抜群で，か

っての王者たる農林1号・陸羽132号に比し，造かに増
収していることがわかる．

最近の品種は施肥量を増加すれば，その性能が一層明

らかに優ってくる・第4表は施肥量を異にした場合の品
種の性能を表わしたものである．

最近の品種は早熟多収性であるばかりでなく，強樺耐

肥性に富んでいるので，施肥鼠が多いとか，不健全な栽

培条件で一段とその特性が発揮されてい■ることが明らか

に認められる．第4表に示すように藤坂5号は農林1号

に比し，普通肥で反当8貫の増収を示しているが，多肥

において16．9貫の増収が認められる．

第5表　高温年（昭和30）低温年（昭和29）におけ

る主要品種の収量
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耐冷性品種は高温年においても性能は高いことを示し

たのは第5表である．

第6表　育苗法に関する試験（昭和29年八甲田）
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第7表　昭和31，32年の保護苗代の効果
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冷害地の産米に寄与しているのは保護育苗である．

冷害年において保護苗代は出穂期が早く，約1割5分

（反当3斗4升）の増収を示し，品種に次いで効果が大

きい．

第7表に示すように保護苗代の増収量が，きわめて顕

著に認められる．

4．冷害防止基準部落を拠点とした普及効果

前述したように昭和28・29年は冷害をうけた．当時の

津島知事が現地を視察したところ「品種と育苗法を改善

すれば，冷書を大巾に軽減し得る」ことを認めた．その

結果県内の代表的冷害地の町村（その中の50戸位の部落）

を選び，研究の結果明らかにされた技術を集団的に実施

させ，ここを地点として附近冷害地帯にも技術普及をは

かる目的で，昭和30年．7ヶ所の冷害防止基準部落を設

置した．特に水稲の冷書防止を中と心して，次の耕種改

善に関する椿等を行った．

川奨励品種の普及・囲保護苗代の普及・¢う早播早植・目

通し苗代の跡作・銅土壌区分による土地改良と安全施肥

N病害虫の集団防除・川乾燥法の改善．

その結果，冷害防止技術が大いに普及し，初年日は高

温年を背景として記録的な成窮をあげた．

昭和31・32年は不順天候であったので，この一帯は冷

書をうけたが，この基準部落の作況は周辺部落に比しき

わめて良く，耕種改善の効果は顕著であった．この成果

は深く注目され，技術診透の拠点として益々技術普及に

寄与しつつある．耕種改善の普及状況を揚げて集団指導

の実践を参考に供したい．

第6表　冷害防止基準部落の主な耕種改善の普及状況
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田植進捗度　30
（5月31日ま
で

百代跡作　30
普及率（％）32
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冷害防止に関する研究はもっと強力に推進し，究明さ

れた技術は蛮庫的に農家に普及させるべきである．青森

県において本年は奨励品種が92％，保護苗代90％以上の

普及をみ，生産条件の改善が頗苦にみられるが，冷害は

：ム三†　王33

解消されたわけではない．今後極度の冷害気象がくるか

も知れない．従って冷害防止研究は益々重要祝される．

更に冷膏地帯の環境区分を明らかにし，その対策技術を

分化する必要がある．

高度集約牧野造成に関する研究
第1報　機械開墾による牧草地造成上における2～3の問題について

後沢与三郎・尾崎義夫・上明戸幸美・伊藤隆康
（青森県畜試）

最近集約酪農地域の設定に伴い・草地改良の重要性が　だ解明されていない問題点があるので，昭和2時から，

認識され，機械開墾による牧草地造成はすでに事業化さ　耕種法として春季開墾削巴鋤込区・春起耕起放置区・秋

れているが・その造成方法または草生の維持管掛こは未　季開墾働込春播区を設けて，その成苗を比較するととも




